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社会福祉法人 ウエル清光会 グループホーム輝豊苑 

重要事項説明書 

 
当事業所は介護保険の指定を受けています。（ 豊中市指定第 2794000345 号 ） 

 

当事業所はご契約者（以下、「利用者」という。）に対して指定認知症対応型共同生活介護（指

定介護予防認知症対応型共同生活介護）サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサ

ービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

１．事業所経営法人 

 (１) 法 人 名   社会福祉法人 ウエル清光会 

 (２) 法人所在地   大阪府豊中市箕輪 2 丁目 13 番 12 号 

(３) 電 話 番 号   06‐6840‐7077 

(４) 代表者氏名   理事長 小池 由久 

(５) 設立年月日   平成 17 年 12 月 21 日 

 

２．ご利用事業所 

 (１)  事業所の種類 指定認知症対応型共同生活介護（指定介護予防認知症対応型共同 

生活介護） 平成 24 年 6 月 1 日開設 

豊中市指定 第 2794000345 号 

  (２)  事業所の目的 指定認知症対応型共同生活介護サービス（指定介護予防認知症対応

型共同生活介護サービス）は、介護保険法令に従い、認知症症状によ

って自立した生活が困難になった利用者に対して、家庭的な環境の下

で、心身の特性を踏まえ、利用者の認知症症状緩和や悪化の防止を図

り、尊厳ある自立した生活を営むことができるように、食事、入浴、

排泄等の日常生活場面でのお世話や機能訓練等の介護その他必要な

サービスを提供します。この施設は、要介護者、要支援者で認知症の

状態にあり、少人数による共同生活を営むことに支障のない方がご利

用いただけます。 

(３) サービスの名称 グループホーム輝豊苑 

 (４) 事業所の所在地 大阪府豊中市上野東 2 丁目 4 番地 47 号 

 (５) 電話番号    06－6855－0110 

(６) ＦＡＸ番号   06－6855－0220 

  (７) 管理者      大賀 康生  

(８) 当事業所の運営方針 

① 利用者の意見や人格を尊重して、明るく家庭的な雰囲気の中で常に利用者の立場に

立ってサービスを提供するように努めます。 

② 保健・福祉・医療の連携、地域及び家族との連携の強化に努め、利用者が地域社会

において安心して生活を送ることができるよう支援いたします。 

③ サービスの担い手が常に誠意を持って質の高いサービスが提供できるよう、職員 

の研修・研究により専門性の向上に努めます。 
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 （9）開設年月日     平成 24 年 6 月 1 日 

 （10）利用定員       18 名（2 ユニット） 

 

３．居室概要 

(１) 居室等の概要 

当事業所では以下の居室・設備をご用意しています。入居される居室は、原則とし

て個室となっております。 

居室・設備の種類 室数 備  考 

居 室 １８室 9 室×２フロア 

台 所 ２室 1 室×２フロア 

居間・食堂 ２室 1 室×２フロア 

浴 室 ２室 1 室×２フロア 

洗濯室 ２室 1 室×２フロア 

＊ 洗面台は各居室内に備え付けてあります。 

＊ この事業所設備の利用に当たって、特別にご負担いただく費用はありません。 

 

４．職員の配置状況 

当事業所では、利用者に対して指定認知症対応型共同生活介護サービス（指定介護予防認

知症対応型共同生活介護サービス）を提供する職員として、以下の職種の職員を配置して

います。 

《主な職員の配置状況》                                  令和 6 年 7 月 1 日 現在 

職  種 配  置 

１．管理者 1 名(計画作成担当者と兼務) 

２．計画作成担当者 2 名(うち 1 名は管理者と、1 名は介護従業者と兼務) 

３．介護従業者 15 名（常勤７名、非常勤８名。うち 1 名は計画作成担

当者と兼務、但し、必要に応じて増員するものとす

る） 

 

《主な職種の勤務体制》                 

職 種 と 説 明 勤務体制 

介護従事者については、右記勤務時間のシフト制

で勤務し、利用者：介護従事者＝３：１の配置と

しています。 

各ユニット  日中 3 名（常勤換算） 

       夜間 1 名（常勤換算） 

早出    9:00～18:00 

日勤  10:00～19:00 

夜勤  17:00～10:00 

＊ 利用者の体調が優れないときは、当事業所の協力病院で診察を受けることが可能です。 

5、 事業所が提供するサービスと利用料金   

当事業所では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１） 利用料金が介護保険から給付される場合、 

（２） 利用料金が全額利用者に負担いただく場合、があります。 
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 《サービスの概要》 

① 認知症対応型共同生活介護（介護予防認知症対応型共同生活介護）計画（以下、

「介護計画」という）の作成 

・ 当事業所では、計画作成担当者が、介護計画を作成し、説明をした上で同意

を頂き交付致します。 

② 食事 

・ 当事業所では、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮した食事を提

供します。 

（食事時間目安）朝食 7:30～8:30 昼食 12:00～13:00 夕食 18:00～19:00 

③ 入浴 

・ 入浴又は清拭を週 2 回以上行います。 

④ 排泄 

・ 排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

⑤ 機能訓練 

・ 利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復また

はその減退を防止するための訓練を行います｡ 

（１）サービス利用料金 

     下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額を除いた金額（自己負担額）と家賃、食費、光熱費にかかる標準自己負担額

の合計金額をお支払いください。（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じ

て異なります）。なお、下記の利用料は 30 日で計算しております。 

                           （介護保険負担割合１割の場合） 

 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度 3 要介護度 4 要介護度 5 

① サービス利用料金 236,834 238,099 249,166 256,754 261,874 267,189

② 介護保険から給付           

される金額 
213,151 214,289 224,249 231,078 235,693 240,470

③ サービス利用にか

かる自己負担額(①

－②) 

23,683 23,810 24,917 25,676 26,181 26,719

 ④家賃（2,150 円/日） 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500

⑤ 食

費 

朝(@320) 9,600 9,600 9,600 9,600 9,600 9,600

昼(@580) 17,400 17,400 17,400 17,400 17,400 17,400

夜(@580) 17,400 17,400 17,400 17,400 17,400 17,400

⑥ 水道光熱費 

      （620 円/日） 
  18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 

⑦ 自己負担額

合計          

(③+④+⑤+⑥) 

151,183 151,310 152,417 153,176 153,681 154,219
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＊ 入居後 30 日は、サービス利用料金に１日 32 円の初期加算が算定されます。 

＊ 医療連携体制加算を算定し、看護職員がオンコール対応を行い主治医と医療連携を行いま

す。医療連携体制加算（Ⅰ）は 1 日 42 円（１割負担） 

＊ 利用者の入退院支援の取組み・・・入院後 3 カ月以内に退院が見込まれる入居者につい

て、退院後の再入居の受け入れ態勢を整えている場合には、1 月に 6 日を限度として一定

単位を算定します。１日 260 円（１割負担） 

＊ 看取り介護加算は・・・医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込み

がないと診断した利用者ついて、本人及び家族とともに、医師、看護職員、介護職員等が

共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行い、合意をしながら、その人ら

しさを尊重した看取りができるような支援を評価した加算です。 

    死亡日以前 31 日以上 45 日以内  １日   76 円 （１割負担）   

死亡日以前４日以上 30 日以内   １日  152 円 （１割負担） 

     死亡日以前２日又は 3 日      １日   717 円 （１割負担） 

     死亡日              １日  1,350 円 （１割負担） 

＊ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）は介護職員の待遇を改善する加算です。 

  介護報酬総額×11,１％/月を算定させていただきます。 

※端数処理の計算上、誤差が生じる場合があります。 

＊ サービス提供強化加算（Ⅱ）は介護福祉士の資格を有する者の割合が 60％以上で  

  18 単位/日を算定させていただきます。 

＊ 科学的介護推進体制加算は入居者・利用者ごとの心身の状況等の基本的な情報を厚生労働

省に提出していることが要件の加算です。40 単位/月を算定させていただきます。 

＊ 利用者がまだ要介護認定・要支援認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額

をいったん支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護

保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行

うために必要な事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

＊ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を 

変更します。 

＊月途中の入居、退居につきましては、④と⑥に対し、日割り計算致します。 

（２）敷金について 

    入居開始時には、上記サービス利用料金以外に敷金として 200,000 円を徴収し

ます。敷金は退居時に現状回復費用、及び、未納金の精算に充て、残金につきまし

ては全額返金致します。 

（３）介護保険の給付対象とならないサービス 

① レクリエーション 

利用者の希望により、レクリエーションに参加していただくことができます。 

利用料金：材料代等の実費をいただく場合があります。 

② 日常生活上必要となる諸費用 

日常生活品（歯ブラシ・嗜好品等）の購入代金等、利用者の日常生活に要する費

用で、利用者に負担いただくことが適当であるものについて、その費用をご負担

いただきます。 

おむつ代（別紙参照） 
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③ 理美容代 

理美容に関しては全額実費を頂きます。 

 

（４）お支払について 

① 利用料金の請求方法 

前記（１）、（３）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、毎月 19 日までに請求書

を送付します。（１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数

に基づいて計算した金額とします。） 

② 利用料金の支払方法 

口座振替 請求月の 27 日に引き落としを致します。また、領収書を発行致します。 

 

（５）利用中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、利用者の希望により下記協力医療機関において診療や

入院治療を受けることができます。 

＊ 協力医療機関 

・名称 ：大瀬戸内科 

    ・住所 ：大阪府豊中市少路 1-2-2    

    ・電話 ：06-6840-0088 

     （内科） 

＊ 協力医療機関 

・名称 ：大和病院 

    ・住所 ：大阪府吹田市垂水町 3-22-1    

    ・電話 ：06-6380-1981 

     （内科・循環器内科・外科・整形外科・脳神経外科） 

 

＊ 協力歯科医療機関 

    ・名称 ：アイ歯科  

    ・住所 ：高槻市大畑町 10-24-1 階-B  

    ・電話 ：072-695-3662  

 

 
6.事業所を退居していただく場合（契約の終了について） 

当事業所との契約では、契約が終了する期日は特に定めていません。したがって、以下の

ような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような

事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了し、利用者に退居していただ

くことになります。 

   ①  利用者が死亡した場合。 

②  要介護認定・要支援認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援 1 と判定さ 

れた場合。 
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③  事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖し

た場合。 

④  事業所の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になっ

た場合。 

⑤   当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合。 

⑥ 利用者から退居の申し出があった場合（詳細は以下をご参照ください）。 

⑦  事業者から退居の申し出があった場合（詳細は以下をご参照ください）。 

（１）利用者からの退居の申し出（中途解除・契約解除） 

契約の有効期間であっても、利用者から当事業所の退居を申し出ることができ

ます。その場合には退居を希望する２１日前までに解除届出書をご提出くださ

い。 

（２）事業者から退居の申し出を行った場合（契約解除） 

以下の事項に該当する場合には、当事業所から退居していただくことがありま

す。 

 

① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続し

がたい重大な事情を生じた場合。 

② 利用者の認知症症状に伴う著しい精神症状、行動異常が認められる場合。 

③ 利用者による、サービス利用料金の支払いが２ヶ月以上遅延し、相当期

間を定めた催告にもかかわらず、これが支払われない場合。 

④ 利用者が故意又は重大な過失により、事業者又はサービス従事者若しく

は他の利用者等の生命・身体・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を

行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた

場合。 

⑤ 利用者が自傷行為を繰り返すなど、自殺の恐れが極めて高く、事業者に

おいてこれを防止できない場合、及び利用者が法令違反その他秩序破壊

行為をなし、改善の見込みがない場合。 

⑥ 利用者が心身の状況により、介護老人福祉施設や介護老人保健サービス

等、他の介護サービスに入居した場合。 

⑦ 利用者が連続して１か月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる

場合、若しくは入院した場合。 

 

（３）円滑な退居のための援助 

利用者が当事業所を退居する場合には、利用者の希望により、事業者は利用

者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退居のために必要な

以下の援助を利用者に対して速やかに行います。 

1. 適切な病院若しくは診療所、又は介護老人保健施設等の紹介 

2. 居宅介護支援事業者等の紹介 

3. その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 
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７．身元引受人 

（１） 契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることがあります。しかしながら

利用者において、社会通念上、身元引受人を立てることが出来ないと考えら

れる事情がある場合は、身元引受人の必要はありません。 

（２） 身元引受人には、これまでもっとも身近にいて、利用者のお世話をされてき

た家族や親族に就任していただくのが望ましいと考えておりますが、必ずし

もこれらの方に限る趣旨ではありません。 

（３） 身元引受人は、利用者の利用料等の経済的な債務については、利用者と連帯

してその債務の履行義務を負うことになります。又、こればかりではなく、

利用者が医療機関に入院する場合や当事業所から退居する場合においては、

その手続きを円滑に遂行するために必要な事務処理や費用負担などを行った

り、更には、当事業所と協力・連携して退居後の利用者様の受け入れさきを

確保するなどの責任を負うことになります。 

（４） 利用者が利用中に死亡した場合において、そのご遺体や残置品の引き取り等

の処理についても、身元引受人がその責任で行う必要があります。又、利用

者が死亡されていない場合でも、利用契約が終了した後、当事業所に残され

た利用者の残置物を利用者自身が引き取れない場合には、身元引受人にこれ

を引き取っていただく場合があります。これらの引き取り等の処理にかかる

費用については、利用者又は身元引受人にご負担いただくことになります。 

（５） 身元引受人が死亡されたり、破産宣告を受けた場合には、事業者は新たな身

元引受人を立てていただくために、利用者にご協力をお願いする場合があり

ます。 

８．残置物引取人 

  身元引受人がいない場合、入居契約が終了した後、当事業所に残された利用者の所持品

（残置物）を利用者自身が引き取れない場合に備えて、「残置物引取り人」を定めてい

ただきます。当事業所は、「残置物引取り人」に連絡の上、残置物を引き取っていただ

きます。又、引渡しにかかる費用については、利用者又は残置物引取り人にご負担いた

だきます。 

  ※入居締結契約時に残置物引取り人が定められない場合であっても、入居契約を締結す

ることは可能です。 

９．苦情の受付について 

(1)当事業所における苦情の受け付け 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

苦情受付窓口（担当者） 

電 話 番 号：（月～金曜日の 9:00～17:00）06‐6855‐0110 

ファクス番号：（上記時間以外）06‐6855‐0220 

管理者 又は、計画作成担当者 福田 美江子、吉野 光一 

（2）行政機関その他苦情受付機関 

【豊中市健康福祉部高齢施策課】 

所在地：豊中市中桜塚３丁目１番１号 

電話番号： 06－6858-2838 

ＦＡＸ：  06－6858-3146 

受付時間：月～金曜日の 8:45～17:15 
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【保険・福祉・子育てサービス（話して安心、困りごと相談） 

豊中市健康福祉サービス苦情調整委員会】 

所在地：豊中市中桜塚３丁目１番１号（豊中市役所第 2 庁舎 3 階） 

電話番号： 06－6858-2815 

ＦＡＸ：  06－6854-4344 

受付時間：月～金曜日の 9:00～17:15 

【大阪府国民健康保険団体連合会】 

所在地：大阪市中央区常盤町 1 丁目 3 番 8 号（中央大通 FN ビル内） 

電話番号：06－6949－5418 

受付時間：月～金曜日の 9:00～17:00 

 

１０．サービス提供における事業者の義務 

   当事業所は、利用者に対してサービスを提供するに当たって、次の事を守ります。 

① 利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

② 利用者の体調、健康状態から見て必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、 

利用者から聴取、確認します。 

③ 非常災害に関する具体的な計画を策定するとともに、利用者に対して、年２回以上の

避難、救出その他必要な訓練を行います。（うち 1 回は夜間想定） 

④ 利用者に提供したサービスについて記録を作成し、5 年間保管するとともに、利用者

又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

⑤ 利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、利用者又

は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録を記

載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

⑥ 利用者へのサービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要

な場合には、速やかに主治医又は予め定めた協力医療機関への連絡を行う等、必要な

措置を講じます。 

⑦ 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得た利

用者又はご家族に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。また、退職

後も秘密保持を行うことについて、入職時に誓約しています（守秘義務）。但し、利用

者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心身の情報を提供

します。 

 

 

 

 

１１．事業所利用の留意事項 

  当事業所のご利用にあたって、サービスを利用されている利用者の快適性、安全性を 

確保するため、下記の事項をお守りください。 

（１） 外出・外泊 

外出・外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

（２） 食事 

食事が不要な場合は、前日の 12：00 までにお申し出下さい。 
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（３） 事業所・設備の使用上の注意 

・ 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用してください。 

・ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊

したり、汚したりした場合には、利用者の自己負担により現状に復していただく

か、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

・ 利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められ

る場合には、利用者の居室内に立ち入り、必要な措置をとることが出来るものと

します。但しその場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を

行います。 

・ 当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、

営利活動はご遠慮ください。 

 

１２．個人情報の保護について 

   当事業所は及び職員は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持します。 ま

た、退職後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、職員の雇用契約の内容としてい

ます。 

 

１３．衛生管理について 

利用者の使用する施設、設備、器具及び飲料水については衛生的管理に務め、衛生上必

要な措置を講ずるものとします。 

当事業所において、食中毒及び感染症が発生し、又は蔓延しないように必要な措置を講

じるものとします。また、これらを防止するための措置等について、必要に応じ保健所

の助言、指導を求めるとともに、密接な連携を保つものとします。 

 

１４．運営推進会議について 

   事業所が地域に密着し、地域にひらかれたものにするために、運営推進会議を設置して

います。 

① 運営推進会議は、概ね 2 か月に 1 回程度開催します。 

② 運営推進会議の委員は、利用者、利用者家族、地域住民の代表、民生委員、

地域包括支援センター職員等、認知症対応型共同生活介護について知見を 

有する者で構成しています。 

③ 会議の内容は、事業所のサービス内容の報告及び利用者に対して適切な 

サービスが行われているかの確認評価、意見交換、要望、助言等を頂くもの

です。 

④ 運営推進会議の報告内容、評価、要望、助言等についての記録を作成 

        するとともに、当該記録を公表します。 

 １５. 身体拘束原則禁止 
   当事業所は、サービスの提供に当たっては、当該入居者又は他の入居者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入居者の行動を制限

する行為は行いません。また身体的拘束等の適正化のための指針を整備し、更に介護職

員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 
   又、身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３カ月に１回以上開催する 
   とともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底します。 
   当事業所は、身体的拘束等を行う場合には、次の手続きにより行います。 
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(１) 身体的拘束等にかかる態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録します。 

(２) 入居者又はその家族に説明（文書による同意が必要）し、その他方法がなかったか

改善方法を検討します。 

    

 １６．高齢者虐待防止について 

   当事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に揚げるとおり必要な

措置を講じます。 

１．研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に努めます。 

２．認知症対応型共同生活介護計画（介護予防認知症対応型共同生活介護計画）の作成

など適切な支援の実施に努めます。 

３．従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利

用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

１７．事故発生時の対応 

   当事業所が利用者に対して行う認知症対応型共同生活介護（介護予防認知症対応型共同

生活介護）の提供により、事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族・市町村等に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、当事業所が利用者に対して行った認

知症対応型生活介護（介護予防認知症対応型共同生活介護）の提供により、賠償すべき事

故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

１８．損害賠償について 

   当事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速や

かにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。但し、その損

害の発生について、利用者に故意又は過失が認められる場合、又は、利用者の置かれた心

身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合があ

ります。 

  

１９. 第三者評価の実施状況について 

   第三者評価とは、第三者の目から見た評価結果を幅広く利用者や事業者に公表する 

  ことにより、利用者に対する情報提供を行うとともに、サービスの質の向上に向けた 

  事業者の取り組みを促すことで、利用者本位の福祉の実現を目指すものです。 

  評価結果は入居時にお渡しすると共に、施設内に設置し、いつでも回覧することが 

  出来ます。 

評価機関 大阪府社会福祉協議会 

直近実施日 2021 年 12 月 17 日 
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利用者に対して、本書面に基づいて重要事項の説明を行いました。 

 

  

 事 

  

 業 

  

 者 

事業所所在地 大阪府豊中市上野東 2 丁目 4 番 47 号 

法人名 社会福祉法人 ウエル清光会 

代表者 理事長 小池 由久 

事業所 グループホーム輝豊苑 

説明者職名・氏名 印   

 

上記内容の説明を事業者から確かに受けました。 

 

この重要事項説明書の説明年月日       年    月    日 

利用者 

 

住 所  

氏 名 印 

代筆者 

住 所  

氏 名 印 続 柄 

家 族 

住 所  

氏 名 印 続 柄 

代理人 
住 所  

氏 名 印 続 柄 


